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書　　評
北川勝彦／高橋基樹 編著
『現代アフリカ経済論』
（ミネルヴァ書房、2014年）
谷　口　裕　亮　
　書評を書くにあたって何よりもまず大切なのは、（当然のことだが）その本を読むことで
ある。そして評者が得る最大のものは、その本を隅から隅まで読むことができるということ
であろう。400 ページに近い本書を、時に考えながら、時に調べながらじっくりと読むこと
ができたのは実に有益であった。
　本書はミネルヴァ書房の「現代の世界経済〈全 9巻〉」というシリーズの第 8巻である。
同シリーズは、グローバル化による影響や対応は地域によって異なるため、地域別に世界経
済を学ぶ必要があるとの考えから編纂されたものであり、大学の学部のテキストとして用い
られることを想定している。同じ出版社からは 10 年ほど前に「現代世界経済叢書」という
シリーズ（全 8巻）が出版されており、その第 8巻（北川勝彦・高橋基樹編著（2004）『ア
フリカ経済論』ミネルヴァ書房：以下では「前著」と呼ぶ）が同じ編著者によるものである。
ただし、前シリーズとは全体の構成や内容が異なっており、本書に関しても編著者 2名と正
木教授を除く執筆者すべてが入れ替わっている。データが更新されただけでなく、対象とす
る地理的な範囲や分野なども大きく変更されている。
　本書が扱う地理的な範囲について、前著ではサハラ以南アフリカを対象としていたのに対
し、本書では北アフリカを含めたアフリカ大陸全体をまとまった対象として議論している。
これは少なくとも日本のアフリカ研究（経済分野）では画期的なことだろう。それと同時に、
チャレンジングなことでもある。近代以前のアフリカには、北アフリカとサハラ以南アフリ
カという区別はそれほど明確ではなかったであろうが、独立後のアフリカを研究している多
くの人たちにとって、それらは異なるフィールドであった。データに関してもアフリカ全体
の方がサハラ以南アフリカよりも入手は困難であり、苦労されたように感じる部分もある。
中には「こちらを主な対象とする」と最初に断ってから話を進めている章もある。
　本書が扱う分野については、アフリカの政治経済や企業、（北アフリカを念頭に置いてい
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るとはいえ）イスラーム経済に関する章が目を引く。逆に、前著にあって本書で取り上げら
れなかった分野もあり、そのうちアフリカ経済を語る上で特に見逃せないのは、農業や農村
社会、病気に関する章であろうか。「刊行のことば」では、読者に「旧シリーズと合わせて」
読むことを勧めている。
１．本書の概要
　本書は大きく 3 部から構成されている。第Ⅰ部（アフリカ経済と世界史）は第１章から第
4 章からなり、有史以前から現在に至るまでのアフリカ経済の変遷をたどっている。第Ⅱ部
（経済のグローバル化とアフリカ）は第 5 章から第 8 章からなり、現在のアフリカが経済の
グローバル化とどのようにかかわりあっているのかを議論している。第Ⅲ部（社会の変容と
アフリカ経済）は第 9 章から終章の 5 つの章からなり、アフリカ経済とアフリカ内外の社会
的・政治的変動との関係を考察している。
　序章（アフリカとはどのような大陸か）は「地理と自然」「言語、民族、宗教」「自然環境
と人間社会」などの節から構成されている。「『経済論』なのだから、これほど総花的に経済
以外のことを書かなくても良いのではないか」と考える向きがあるかもしれないが、アフリ
カ経済を考えるためには、これらのことも知っておく必要がある。特に「言語、民族、宗教」
の部分は重要だと思う。
　第 1 章（アフリカ経済の変遷と世界）では、北アフリカを含めたアフリカ全体の歴史を前
著よりも詳しく学ぶことができる。この章と次の章などで取り上げられているアフリカの歴
史に関し、特にヨーロッパとの関係については草光・北川編著（2013）1）に詳しく描かれて
いる。植民地化前の歴史は大きく書き換えられるものではないが、新しくなった部分もある。
例えば「バンツーの移動」についてである。それは前著など 2）では比較的大きく取り上げら
れていたが、その移動ないし拡散の時期などについて諸説でてきたようで、「バンツー拡散
モデルは単純に過ぎるということが明らかにされつつある」という主張すらある 3）。評者は
前著などに書かれていたようなモデルに、ある種のロマンを感じていたのだが（ただし、侵
略され滅ぼされていった歴史に残らない人びとのことにも思いを馳せる必要はあるが）、現
実はそれほど単純ではないのだろう。
　第 2 章（植民地支配とその遺制）で、ヨーロッパ列強による植民地支配について学ぶこと
により、現代のアフリカ経済に影響を及ぼしたものが目に見えるように分かってくる。前著
1 ）草光俊雄・北川勝彦編著（2013）『アフリカ世界の歴史と文化』放送大学教育振興会。
2 ）前著 pp.25-29。他に、宮本正興・松田素二（1997）『新書アフリカ史』講談社、p.50 など。
3 ）Parker, John and Richard Rathbone （2007）, African History: A Very Short Introduction, Oxford, p.62。
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と比べると、ベルギーとポルトガルの植民地とその経営に関する記述が大幅に増えている。
前著が発行されて後に映画「ホテル・ルワンダ」などで話題となったルワンダ（ベルギー統
治下にあった）での、1994 年の大虐殺の原因のひとつとなった民族問題の歴史的な背景を
理解する手がかりも得られるだろう。前著よりも工業化に関する部分が増強されており、ア
フリカの比較優位産業や労働や資本などの賦存量に関する記述が面白い。章末のコラムでは、
イギリス政府によって行われ、失敗に終わった東アフリカの落花生栽培プロジェクトについ
て取り上げられている。現地のことを十分調査せずにトップダウンで推し進められた失敗例
を学ぶことで、現代のアフリカ「開発」を考える上でも重要な示唆を得ることができる。
　第 3 章（独立後の政治経済体制）は、1960 年代の独立から 90 年代初頭にかけての、主に
サハラ以南アフリカの政治経済体制を説明している。60 年代半ばから 70 年代半ばにかけて、
アフリカでは多党制を採用する国が減少し、これに代わって一党制や軍政などを採用する国
が増加した。アフリカの一党制とはどういうもので、なぜそれが増加したのかなどが分かり
やすく説明されている。
　ところで、この章では「1970 年代後半から 90 年代後半にかけて、大半のアフリカ諸国が
経済危機に陥った」と書かれているが、それを「危機」と呼ぶことは合意されているのだ
ろうか。実は評者自身、某学会で報告を行った際に、英語のタイトルを“Another African 
Crisis”としたが、あるアフリカ研究者から「Another とあるが、前はいつだったのか？」
と強く質問された。評者もこの章と同じような意味で使ったつもりだったのだが、その時期
のアフリカの経済停滞を「危機」と呼ぶことに違和感を覚える研究者もいるようだ。
　第 4 章（アフリカ経済の現状とその「質」）では、集計された各国のさまざまな基礎デー
タを用いて、主に 1990 年以降のアフリカ経済を描写している。第 2 節では産業構成（農業・
製造業・鉱業等・第 3 次産業）の付加価値の変化を、工業化に成功した韓国との比較で見た
あと、製造業と鉱業、そして農業に焦点を当てて詳しく分析し、最後にその付加価値の産業
構成を雇用の産業構成と比較検討している。若干気になったのは、データの中には必ずしも
正確に現実を表していないものがあるのではないかということである。例えば、世界銀行の
第 3 次産業のデータは“Services etc.”、つまり残差の部分であり、積極的な主張に用いる
には慎重であるべきかもしれない 4）。
　この章では、スワジランドをモーリシャスと併せ賞賛しているが（p.146）、これまで評者
は同国にあまり良い印象を持っていなかった。以前見た「スワジランド　飢餓の季節（Hunger 
4 ） 後述するように GDP データを再計算して発表したナイジェリアは、産業構成も大きく改訂している。
例えば、GDP に占める石油・天然ガスのシェアは 32.4％から 14.4％へと大幅に低下させた（Financial 
Times, April 7, 2014）。
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Season, 2008）」というドキュメンタリー番組や、国王に関する批判的な報道のせいかもし
れない。なお、「量」的には必ずしも賞賛されるほどではなく、表 4-2 を見ると、2000-10
年における同国の経済成長率は年 2.2% にすぎない。
　第 5 章（アフリカの産業と貿易の新展開）では、貿易の仕組みないしメリットを要領よく
解説したあと、さまざまな統計資料を用いてアフリカの貿易構造の現状を解説し、その抱え
る問題をまとめ、最後に貿易政策に関するこれまでの議論を整理することで今後の展開を考
察している。1960･70 年代の輸入代替工業化政策（保護貿易）の推進と失敗、1980 年代の構
造調整政策（自由貿易）の導入と失敗を経て、近年では再び国際協定や先進国によるアフリ
カの製造業の保護育成が図られているという。
　この章や第 8 章では、米国の AGOA について好意的に書かれているが、評者は AGOA
を未だ高く評価していない。2013 年のアフリカから米国への AGOA に関係する輸出（268
億ドル）のうち 82％（219 億ドル）が石油・ガスであり 5）、textiles は 3 ％（9 億ドル）に過
ぎない。
　第 6 章（アフリカにおける企業と直接投資の進展）では、アフリカのフォーマル企業とイ
ンフォーマル企業を概観したあと、海外からの直接投資の効果と実態を解説している。逆に、
アフリカの企業も周辺諸国へと進出しており、その実態が具体例とともに述べられている。
最後に、アフリカ企業が成長するための課題がまとめられている。フォーマル企業には金融
支援策と技術支援策が求められ、インフォーマル企業には規制の緩和や融資の活性化による
フォーマル化が不可欠だという。直接投資については、資源・衣料・携帯電話の各産業は現
地企業との連携と技術の波及が求められているという。
　第 7 章（アフリカにおける金融の役割）では、まず国際マクロ経済学と金融論の枠組みか
ら、アフリカの経済成長には金融の果たす役割が大きいことを説明し、次にアフリカの金融
の現状を銀行部門と債券市場、株式市場について説明している。その後、アフリカ諸国がど
のような為替制度を採用しているのかを確認し、多くの国が採用しているという固定相場制
について、なぜアフリカ諸国はその選択を行っているのかなどがまとめられている。最後に、
2008 年以降に発生した世界金融危機と欧州債務危機のアフリカへの影響を分析し、今後の
アフリカにおける金融の役割と展望について述べている。アフリカの経済成長にとって金融
が果たす役割は大きく、それを最大限に引き出すためには、政治的な安定やビジネス環境の
改善、国内金融システムの構築などが重要であるという。
　第 8 章（アフリカ経済のグローバル化とリージョナル化）では、アフリカ経済のグローバ
ル化とリージョナル化に関するさまざまな話題が取り上げられている。グローバル化につい
5 ）Financial Times, August 6, 2014 による。なお、前著にはその 2001 年の値が載っており、83%（p.222）。
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て、FDI の流入と BOP ビジネス、アフリカから外に出る人たちやアフリカを外から支援す
る人たち、アフリカに外から入ってくる人たちについても説明されている。リージョナル化
については、地域経済統合の起源と現状、将来が述べられている。さらに、EU との EPA
締結の進展と米国の AGOA についての説明があり、そこから日本はアフリカとの関係のあ
り方について何を学ぶべきかがまとめられている。
　なお、アフリカはグローバル化を見据えてリージョナル化を進めるべきだという著者の主
張に評者は必ずしも同意できない。この問題はアフリカにとどまらず、一般に RTA などの
2 国間や少数国間での協定を多国間の枠組みとどうすりあわせるかということであり、すで
に多くの一般的な議論がなされている。評者はより理
リ ベ ラ ル
想主義的で、グローバルな問題は国際
的な多国間の枠組みで議論を進めてゆくべきだと考えている。アフリカ諸国のように弱小国
であればあるほど、WTO などの国際機関を盛り上げる必要があると思う。日本の TPP 問
題に関しても言えることだが、2 国間や少数国間での協議では、結局、力の強い国が自らに
有利なように交渉を進めてゆくのではないだろうか。
　第 9 章（アフリカにおける社会経済変動と人間の安全保障）では、最初に先進国や世界と
の比較でアフリカの人口動態の変化を観察し、人口増加のために土地などの希少化が進んで
いることを説明している。さらに、1990 年代以降に見られた武力紛争について、それ以前
のものと比較した特徴、その背景、その国境を越えることによる長期化と深刻化、その人間
の安全保障や経済との相互関係についても述べている。結論として、人口増加と人間開発、
武力紛争が悪循環を生み出さないためには、教育や保健医療などの基礎的な公共サービスを
広く国民全体に公平に行き渡らせることが重要だという。
　1990 年代以降の紛争の特徴と背景について、読者はこの章から多くを学ぶことができる
だろう。評者はドゥ政権末期のリベリアで 2 年近く（1988-90 年）を過ごし、「内戦」を身
近に経験したが、その時の自らの体験をアフリカの他の地域の紛争と比較して理解し直すこ
とができた。なお、その特徴のひとつ、人びとのアイデンティティが紛争に関係していたと
の説明の中で、「社会経済的発展が不均等に起こると、人々は民族間の集団的差異を強く意
識するようにな」り、「他の集団が優位になり自分たちが圧迫されることへの恐怖がアイデ
ンティティを強化し」、「他の集団が優位に立つことに対する嫌悪や恐怖、集団的な防衛意識
に基づいて武装勢力が組織された」とあるが（いずれも p.264）、その芽は今日の日本にもあ
るように思えてならない。映画「ホテル・ルワンダ」の中で、「ゴキブリ（ツチ）を駆除せよ」
などと呼びかけるラジオを聞き、フツ系過激派のインテラハムウェがナタを手に行進してい
た映像を思い出してしまう。
　第 10 章（アフリカとイスラーム経済）では、アフリカにおけるイスラームの拡散とムス
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リムの分布などを概観したあと、主に北アフリカを対象として、1970 年頃からのイスラー
ム復興について政治的な説明を加え、利子を禁止したコーランに矛盾しない形でいかに金融
経済が営まれてきたのかを説明している。また、エジプトを例にイスラーム金融の動向を概
観し、イスラーム開発銀行によるアフリカのイスラーム協力機構加盟国への支援についても
述べている。アフリカ経済との関係で見れば、「イスラーム経済の実践は、既存の経済シス
テムを代替しようとするものではなく、イスラーム教徒を対象とするビジネスの試みであり、
またイスラーム社会に対する経済協力だと捉えることができる（p.298）」という。
　かつて評者はイスラームに関する知識がまったくなかった頃に、西アフリカでイスラーム
体験をした。進んで自然に喜捨（ただしザカートではない）できるようになるまでに１年以
上かかったように記憶している。たまたま恵まれたものが恵まれないものに施すことが義務
であるというような考えは、所得の再分配ないしトリックル・ダウンを促す一方、パトロン・
クライアント関係（p.266 など）を強める結果になるのだろうか。また、これを国レベルで
考えると、たまたま領土内から石油が出る国が恵まれない低所得国を援助するのは義務のよ
うなものであり、逆にイスラームを国教としている援助受取国は（ムスリムの少ない先進国
からのものであっても）援助してもらうのを当然のことだと考えているのかもしれない。
　第 11 章（アフリカと民主化の新展開）では、主にサハラ以南のアフリカ諸国を対象とし、
まず独立以後の政治の流れを国際情勢の中において概観し、次に民主化論の系譜をたどり、
その現状を述べている。さらに、民主化を定着させるためには定期的に選挙を行うことが大
切で、逆に軍事クーデターは民主化を退行しかねないことが説明されている。
　この章で読者は民主主義にとって選挙がいかに大切なものであるかを再認識させられるだ
ろう。1990 年代半ば以降、アフリカから届く選挙の報道、嬉々として投票に向かう人びと
の写真を見て、評者は何だかうれしく、うらやましくすら感じたものだった。大学院の時の
友人が南アフリカの選挙監視に行ったが、なぜ自分は参加しなかったのかと後悔した。翻っ
て日本では国政選挙に行かない有権者が半数を占めている。若者に多いという。彼らは民主
主義を放棄したのだろうか。この国がかつてのアフリカ諸国のようになってもよいと考えて
いるのだろうか。いや、彼らはかつてのアフリカを知らない、だから本書が読まれる必要が
あるのだろう。日本では「脱民主化」が進みつつあるように思える。
　第 12 章（アフリカに対する開発援助の変遷）では、独立後から近年までのアフリカへの
援助の歴史を、主権国家に対するものであることを念頭に、主に東西冷戦下という国際政治
関係の中に位置づけて説明している。アフリカへの援助が変化したことを裏付けるような図
表やデータは使われていないが、特に第 3 節はかなり詳細に、しかし分かりやすくまとめら
れており、評者にとっても理解を整理するのに役立った。
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　終章（アフリカ経済の包摂的な開発に向けて）では、まずアフリカの国家と国民の間の共
益関係が選挙制度の導入などの民主化によって形成されつつあることを、本書を振り返るか
たちでまとめられている。次に、アフリカ経済の現状と課題について、特にモノエクスポー
ト（単一産品輸出）の問題、人間開発の問題、製造業の発展、環境問題に焦点を絞り、「国
家と国民の間の共益関係の欠如」をキーワードにしてまとめられている。最後に、そのよう
な民主的な共益関係をアフリカで構築するために必要なことを議論している。
　メディアなどでは、石油など天然資源の国際価格の上昇による輸出収入や直接投資の増加
などによるアフリカ経済の成長にうなされているようなところもあるが（ただし 2014 年の
初夏まで：7 月頃からは西アフリカを中心としたエボラ出血熱の問題で持ち切り）、著者ら
の“体幹”はぶれていない。「鉱物資源収入等の拡大によって国家の公的資源が若干の余裕
を取り戻し、権力を握る人々が財政支出を再び膨張させ、公的な財源を政治的に操作するこ
とによって、自民族の支持を固め、他の人々の不満をそらすことに成功している（pp.364-5）」
などの記述は、おそらく新聞などにはあまり書かれない醒めた観察であろう。その一方で、
著者らのアフリカ（の人びと）に対する暖かいまなざしはこの章にも現れている。「アフリ
カの組織能力の低さや人材の乏しさを指摘しなければならないが、それは現代という特定の
時代の特有の要請に照らしてのことであり、なすべき努力を積み重ねれば克服することので
きる課題である（p.354）」などである。
2 ．新しいデータで見るアフリカ経済の諸局面
　本書の脱稿後となる 2014 年 4 月、ナイジェリアは GDP を再計算して発表した。それは
無視できないほどの大きな規模での改訂だったため、本書を授業で使う際には若干のアップ
デートが必要となるだろう 6）。ナイジェリアは今やアフリカ最大の経済大国であり、本書の表
4-1 の 2010 年の国内総生産は 3,691 億名目ドル（出所：World Bank ホームページの World 
Development Indicators、2014 年 12 月 22 日閲覧）となり、3,652 億名目ドル（表 4-1 では 3,637
億名目ドル）の南アフリカをすでに上回っている。表 4-1 にあるナイジェリアの値は 1,937
億名目ドルなので、2 倍近くも上方修正されたことになる。
　ナイジェリアの他にガーナなどもマクロデータを再計算しており、アフリカ経済全体の
データに影響を及ぼしかねないので、ここで新しいデータを用いてアフリカ全体の経済パ
フォーマンスを確認しておく。
6 ） 2014 年に行われた GDP の大幅な改訂はアフリカに限ったことではない。先進国でも、例えばオランダ
は 2010 年の値を 7.6％も引き上げている（The Economist, August 23rd, 2014）。
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出所：World Bank HP （World Development Indicators, 2014.12/22 閲覧）より評者作成。
　図 1 は、p.94 の図 3-1 を参考に、世界銀行のデータ（同上）を用いてアフリカの 1 人
当たり実質 GDP（2005 年基準）7）を作成したものである。図 3-1 はおそらく［アフリカ全
体の GDP ÷人口］なのだろうが、ここではそれに加え、アフリカ各国の 1 人当たり実質
GDP を単純平均したものと、ナイジェリアの値も示しておいた。単純平均と合計の違いが
大きいのは、人口と経済規模の大きいナイジェリアと南アフリカの影響が強く効いている
からである。
　本書の第 3 章は、この約 50 年を 3 つの時期に分けている。1960 年から 70 年代後半、70
年代後半から 90 年代後半、90 年代後半以降である（p.93）。それは新しいデータを用いた
図 1 でもほぼ認められる。その変化を観察すると、単純平均では 76 年の 1,314 ドル、アフ
リカ合計（つまり加重平均）では 79 年の 1,168 ドルまで趨勢的に上昇し、その後は停滞（な
いし低下）し、単純平均では 94 年の 1,181 ドル、合計では 94 年の 876 ドルを底に、その
後また上昇に転じていることが見て取れる。
　次に、これを実質 GDP の成長率で見てみよう（図 2）。アフリカ各国の単純幾何平均と
アフリカ合計の成長率 8）に加え、アフリカ合計の人口増加率も示しておいた。人口増加率の
7 ） 現地通貨表示の実質 GDP を 2005 年の為替レートで米ドルに換算したもの。本来は PPP 換算の 1 人当
たり実質 GNI を使いたいところなのだが、入手できる国の数がひどく少なくなってしまうのであきら
めた。
8 ） アフリカ合計の成長率について。データの入手可能な国の数は 1961 年は 30 ヶ国（全体の 6 割あまり）
だが、2013 年には 52 ヶ国まで増えている。つまり、新しいデータが次々と加わっているのだ。このデー
タを用いて成長率を計算すると、大国のデータが加わった年の成長率が（アフリカ全体の経済実績に
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点線よりも上の部分で 1 人当たり所得が増えていることになる。成長率は 1970 年代後半ま
で 3 ～ 6％前後だったが、70 年代後半から 90 年代前半にかけて低下し、92 年に単純平均
で -1％、合計で -0.6％まで下がっている。95 年以降はまた 3 ～ 6 ％前後で推移しているが、
2008-9 年の世界金融危機の後は若干低下しているように見える。
　上の観察をもとに、1961 年から 2013 年までのアフリカ経済を、単純に GDP のみ（政策
や社会情勢などを考慮しない）で区分すると表 1 のようになる。3 つの期間に分けるとすれ
ば、① 1961-79 年（成長率は 4.4-4.5％）、② 1980-94 年（同 1.9-2.0％）、③ 1995-2013 年（同
4.2-4.6％）となる。本書のどこかにも書かれていたように記憶しているが、近年のアフリ
カの高成長は独立以来はじめてのことではない。1960･70 年代の成長率は近年のものに匹敵
する高さであった。なお、①の時期をさらに 1961-67 年と 1968-79 年に、③の時期を 1995-
2008 年と 2009-13 年に分けることもできる。前者の変化はさほど顕著ではないが、後者の
③の時期については構造的に成長率が変化しているように見える。そのように判断を下すに
は情報やデータが少なすぎるが、おそらくは外的な原因による何らかの構造変化が起こった
可能性がある。
関係なく）急に大きくなってしまう。この点は評者も認識しており、間違いなく調整してある。なお、
この問題は単純平均のデータでは発生しない。
出所：図１と同じ。
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表１　アフリカの経済成長率（実質GDPの変化率）の推移
① 1961-1979 年
（61-67 年） （68-79 年）
② 1980-1994 年 ③ 1995-2013 年
（95-08 年） （09-13 年）
アフリカ諸国の
単純幾何平均
4.4%
（4.0%） （4.6%）
2.0% 4.6%
（4.9%） （3.8%）
アフリカ合計の
　成長率
4.5%
（4.0%） （4.8%）
1.9% 4.2%
（4.6%） （3.3%）
出所：図１と同じ。
　以上は、独立後のアフリカ経済を GDP の値のみで時期区分したものだが、前著や本書に
はこれにかなり符合した記述が見られる。上の期間分類は評者の大発見ではないのだ。まず、
前著では序章で「経済成長の諸局面」として独立後のアフリカを５つの時期に区分してい
る（pp. 5-12）。①独立前後の時期（1955 ～ 65 年）、②独立後の高度成長期（1965 ～ 73 年）、
③第一次石油危機とその後（1973 ～ 80 年）、④構造調整の時期（1980 ～ 90 年代半ば）、⑤
最近の経済パフォーマンス（1990 年代後半以降）である。それはむしろ GDP 以外の要因
から分類されているようだが、その分類は上の観察からもほぼ裏付けられる。なお、前著
には「1990 年代後半の経済成長の回復は、それまでの１人当たり所得の下落を取り戻すま
でには至らなかった（p.12）」と書かれているが、上の図１のデータを調べると、前著が発
行された 2004 年にようやくこれを取り戻している。
　本書では、前述した第３章の冒頭のほか、第 11 章に開発援助の局面として時期区分が
行われている。それは、①独立からしばらくの時代（本文の内容から推測すると 1960 ～ 79
年頃）、② 1980 年代以降の構造調整の時代（同じく 1980 ～ 95 年頃）、③ 1990 年代後半以降
の時代（同じく 1996 ～ 2000 年頃）、④ 21 世紀以降の時代（同じく 2001 年～）というもの
である（pp.322-3）。経済状況に応じて援助の形態が変化しているのだろうか、これも上の
観察とかなり合っている。
３．今後のアフリカ：アジアを追って飛ぶことができるのか？
　アフリカ諸国は、アジアの成功例のように、まず縫製業などの労働集約的な産業が栄え、
多くの労働者が製造業などで真っ当な仕事に就き、人びとの（広い意味での）技術・教育水
準が向上し、より高度な産業に移ってゆくことができるのだろうか。ここで「真っ当な仕事」
とは人間の能力を高め、次のステップに移ることができるようなもので、逆に真っ当でない
のは、語弊があるかもしれないが、危険な鉱山などで人間を酷使し健康を害するようなもの
である（なお、本書の第 6 章などはインフォーマル・セクターを問題視しているように読め
るが、その仕事の内容にもよるのではないかと評者は考えている）。
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　そのようなアジアの経験をアフリカに適用すれば、アフリカは成長の軌道に乗るのではな
いかという考えは、これまでにも主張されてきたし、明示的でなくても多くの研究者や実務
家が暗に想定してきたのではないだろうか。本書にもいくらかそういう部分がある。例えば、
第４章でアフリカの産業構造の変化を韓国と比較する部分などである。評者自身も、最初に
書いたアフリカ経済に関する論文（1996 年）やアフリカの工業化の可能性を論じた論文（1999
年）で、アフリカを過去のアジア、特に韓国などと比較検討している。しかし、アフリカは
アジアと同じ道をたどることができるのだろうか。また、そもそも経済発展は工業化を前提
とするものなのだろうか。もっとも、近年のアフリカ経済の活況や、アフリカに芽生えはじ
めている製造業に関する報道（日本人が関係しているのを賞賛するような論調が気になるが
…）を新聞などで見る限り、それは杞憂であるようにも思える。しかし、評者は何かしっく
り来ないものを感じていた。
　そんな折、2014 年 10/4 の The Economist に、“Emerging economies: Arrested 
development”という記事を見つけた。国の経済が発展するにつれて工業化が進み、その恩
恵が社会のさまざまな層に広がり、その後、第 2 次産業の割合は低下していく（脱工業化）
という、日本や韓国などがたどってきたパターンは、今後はあまり見込めないかもしれない
という内容である。雇用割合で見た工業部門従事者のピークは下がってきており、「早すぎ
る脱工業化（premature deindustrialization）」が進みつつあるというという（それは本書第
4 章の「負の脱工業化」とは異なるものだろう）。また、財の貿易そのものはそれほど減少
していないが、財に含まれるサービスや知識の割合が増加、つまり貿易が知識集約化してき
ている。アフリカは、これまでのような工業化の恩恵を得ることができるのだろうか。
　本書の終章では、アフリカが製造業を発展させるためには輸送などの物的インフラや制度
的なインフラが必要であり、港湾整備などが製造業のグローバル・サプライ・チェーンへの
参画を可能にすると書かれている 9）。最近の国際経済学の教科書に必ずといってよいほどよ
く取り上げられている製造工程の断片化（フラグメンテーション）にアフリカも乗り遅れて
はならないということだろう。これに対し、貿易は近年縮小してきており、その背景には国
境を越えた断片化とは逆の動きが見られるという研究もある 10）。韓国や日本や米国で作られ
た部品を中国で組み立てて世界に輸出するのではなく、中国の内陸部で作られた部品を沿岸
9 ） 同様のことは、アフリカ開発銀行と OECD 開発センター、UNDP が共同でまとめた African Economic 
Outlook 2014 にも見られる。アフリカは、地球規模の価値連鎖（global value chains）に組み込まれる
（組み込まれるようにインフラなどの整備を行う）ことによって工業化を推進することができると（希
望観測的に）主張している。
10） Financial Times, November 24, 2014 の 社 説 と Constantinescu et al. “Slow Trade”, in Finance & 
Development, December 2014 による。
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地域（しかも、高賃金や労働問題を嫌って極力機械化が進められた工場）で組み立てて輸出
するようになっているというのだ。このいわゆる「脱断片化（この言葉は評者による）」の
動きは、まだ中国と米国の関係でのみ語られているに過ぎないが、世界的な貿易量の減少、
行き過ぎた断片化の修正、財の知識集約化など、アフリカの工業化にとって逆風となる材料
は少なくない。
　2014 年後半、今後のアフリカ経済に大きな影響を及ぼしそうな出来事が 2 つあった。西
アフリカでのエボラ出血熱の蔓延と原油の国際価格の急落である。前者はリベリアやシエラ
レオーネなどの経済成長率を 3.7 ～ 7.3％ポイント引き下げると推計されているし（世界銀
行による）、後者もアフリカの産油国と非産油国に重大な影響をもたらすであろう。ただ、
そのようなニュースを追いかけるだけではアフリカの本質は見えてこない。本書のように、
アフリカの歴史的なダイナミズムや多様性や変化を包括的に説明する書物を学ぶことで、私
たちはアフリカに関する学問的な体幹を身につけることができ、その上で現状を観察するこ
とによって、アフリカ経済を正しく理解し、アフリカと世界経済の将来を展望することがで
きるようになるのだ。
（ミネルヴァ書房、2014 年 10 月刊、Ａ 5 判、x＋398 ページ、（本体価格）3,500 円）
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